
No. 質疑項目 質問内容 回答

1
業務委託費における消費税の取り扱
いについて

仕様書上、業務委託費の総額（1,750万円）は消費税込み（内税）であ
り、これが契約上の上限額となるものと理解しております。
そのうえで、訓練費（メンター・トレーナー費用等）を請求する際の消費
税の取り扱いについて確認させてください。
当該費用について、総額1,750万円の枠内において、消費税を別途「外
税」として計算・請求（※例：税抜〇〇円＋消費税〇〇円として計上）す
ることは可能でしょうか。
もしすべて「内税」としての取り扱いが必須となる場合、当方の費用設計
（受託者側での消費税負担など）に影響が生じるため、事前に認識を合わ
せられますと幸いです。
なお、固定費・成果連動分のいずれの支払いについても、同様の取り扱い
が可能かあわせてご確認をお願いいたします。

本委託事業の総額は固定費・成果連動分を合わ
せて1,750万円（消費税込）となっております
ので、総額1,750万円に収まるようご提案くだ
さい。

2
基礎育成終了後の受講者支援につい
て（選定評価になるかどうか）

基礎育成を行う事が、今回の事業と認識しておりますが、応募する方々
は、仕事を受け取って報酬を得る事で、現状の生活水準を上げる事に期待
されていると思います。（育成以上に、重視されていると想定）

基礎育成終了後に、受講者を継続的に育成を行う事を受講時に説明が可能
でしょうか？（追加で個人負担or県からの支援等で応用育成を行うのか）
また、国等の様々な制度を活用した個人負担の無い支援が提案できる場合
は、それを告知していいでしょうか？

育成のみであれば多くの事業者が参入される可能性が高いですが、出口に
対する選定評価もしっかりされますでしょうか？

期待しているところはご認識の通りです。

最終的に就労に繋げていくことを考えているた
め、事業完了後に国等の様々な制度を活用した
個人負担の無い支援までをご提案いただいても
かまいません。

出口レベルに応じた見積額・業務内容を業務理
解度の評価要素と考えています。

3 育成した対象者の出口戦略について

仕様書を拝見する限り、基礎育成のみで終了と表記されていますが、今回
の受講ターゲットの立場で想像すると、出口（働く先があり、どの程度の
報酬が見えるか等）を示さないと、時間をかけて受講する方を大きく失望
させる可能性が高いと思います。

そこについて、どのようにお考えかお知らせください。

また、今回の基礎教育事業を終了後に、受講者に対して継続的なフォロー
（応用編、仕事を受託できるレベルへの育成）および出口を支援する為に
必要なコストに対して、県はどのような構想をお持ちでしょうか？

受講対象者の募集方法及び選定方法はご提案い
ただくこととしております。受講対象者の想定
に合わせて、出口感の説明を含めた研修内容の
ご提案をいただければと思います。

受講者の継続的なフォロー等に係るコストにつ
いては、本事業の内容、経過を踏まえて、次年
度以降に検討することとしております。

4
教育期間について（実施総回数、実
施総時間など）

成果とみなす、教育期間について設定されている数値がありますでしょう
か？（実施に必要な全体の回数、実施の総時間など）

それに連動する形で、どのようなレベルにまで受講者を育てる必要があり
ますでしょうか？（県で設定されたレベルがありますか？）

事業の目的を達成するために必要と思われる教
育期間、レベルに応じて研修内容などをご提案
いただきますようお願いいたします。

5
ＰＦＳ（成果連動型民間委託契約方
式）

今回の成果について具体的にお知らせいただけますと幸いです。
また、成果に対する支払う基準についてもお知らせいただけますと幸いで
す。

今回の成果については、研修参加等の事業活動
の直接の結果（アウトプット）だけではなく、
受講者の就労・自立に向けた行動変容（中間ア
ウトカム）を想定しておりますが、本事業にお
いて測定可能かつ効果的と考える成果指標の案
をご提案いただきますようお願いいたします。
成果に対して支払う基準については、ご提案内
容を参考に第三者委員会と協議の上決定し、採
択された受託者に通知することとしておりま
す。

6 研修カリキュラムの柔軟性

仕様書5条（2）に「必ずしもこれに沿ったものでなくとも構わない」とあ
りますが、生成AI・RPA・ビジネスマナーの3項目をすべて盛り込む必要
がありますか。それとも、就労支援の目的を達成するうえで提案者が適切
と判断するカリキュラムに全面的に変更・再構成することも可とされます
か。

生成AI・RPA・ビジネスマナーの3項目は例示
ですので、すべて盛り込む必要はありません。
ご認識の通り、就労支援の目的を達成するうえ
で提案者が適切と判断するカリキュラムに全面
的に変更・再構成することも可能です。
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